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（使用に際して） 

 

 この取扱集は、建築基準法における山口県(特定行政庁又は限定特定行政庁である

市は除く)の考え方を示したものです。建築関係業務に携わる方々が建築計画を立案

する場合などに御活用ください。 

 この取扱集にないものについては、以下の図書の最新版を参考にしてください。 

・建築物の防火避難規定の解説 

（編集：日本建築行政会議 発行：株式会社ぎょうせい） 

・床面積の算定方法の解説 

（監修：建設省住宅局建築指導課 編集・発行：（社）日本建築士事務所協会連合

会、（社）日本建築士会連合会） 

・建築基準法質疑応答集（全５巻） 

（編集：国土交通省住宅局内建築基準法研究会 発行：第一法規株式会社） 

・建築基準法質疑応答集 判例編（全４巻） 

（編集：国土交通省住宅局内建築基準法研究会 発行：第一法規株式会社） 

・建築物の構造関係技術基準解説書 

（編集：一般財団法人 建築行政情報センター、一般財団法人 日本建築防災協会 

 発行：全国官報販売協同組合） 

・建築設備設計･施工上の運用指針 

（編集：日本建築行政会議、一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター 

発行：一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター） 
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凡例凡例凡例凡例    

    

公開年度 番 号 関係法令 

年度 

総則－番号 

防避－番号 

設備－番号 

関係する建築基準法、建築基準法施行令、県条例等の条文 

 

題  名 

 

 

内  容 

 

関連告示 関連する建設省告示、国土交通省告示 

参  考 関連する通達、例規、技術的助言、図書等 
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略語略語略語略語のののの明示例明示例明示例明示例についてについてについてについて    

    
番号 

・ 総則           ・・・ 総則関係規定 

・ 防避           ・・・ 防火避難関係規定 

・ 設備           ・・・ 設備関係規定 

    

法令等 

・ 建築基準法        ・・・ 法      法第○○条第○項第○号 

・ 建築基準法施行令     ・・・ 令      令第○○条第○項第○号 

・ 建築基準法施行規則    ・・・ 規則     規則第○○条第○項第○号 

・ 建設省告示        ・・・ 建告     昭○○建告第○○○○号 

・ 国土交通省告示      ・・・ 国告     平○○国告第○○○○号 

・ 旧建設省通達       ・・・ 通達     昭○○通達第○○○号 

・ 旧建設省例規       ・・・ 例規     昭○○例規第○○○号 

・ 山口県建築基準法施行条例 ・・・ 県条例    県条例第○○条第○項第○号 

・ 山口県建築基準法施行細則 ・・・ 県細則    県細則第○○条第○項第○号 

 

書籍等 

 ・ 建築基準法質疑応答集   ・・・ 質疑応答集 『質疑応答集』Ｐ．○ 
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公開年度 番 号 関係法令 

令元 総則－１ 法第２条第一号 

 

 農業用ビニールハウスの取扱い 

 

 

農業用ビニールハウスで以下の全ての基準に適合するものについては、建築物として取り扱わ

ないこととする。 

 

・農作物、園芸物の生産専用のもの 

・生産に従事する農業者のみが出入りするもの（季節的に短期間の収穫等で一般者が出入りす

る場合を含む） 

・材質がビニール、又は硬質フィルム等の材料でロール状に巻き取ることができるなど、、、、取り

外しが容易なもので覆われたもの 

 

関連告示  

参  考 昭和３７年９月２５日住指発第８６号の「屋根を天幕、ビニル等でふいた建築物」 
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公開年度 番 号 関係法令 

令元 総則－２ 法第２条第一号 

 

車両を利用した工作物の取扱い 

 

 

バス、キャンピングカー及びトレーラーハウス等の車両を用いて住宅・事務所・店舗等として

使用するものの法第２条第一号に係る取扱いについては、最新版の「建築確認のための基準総則・

集団規定の適用事例（編集 日本建築行政会議）」に記載のとおりとする。 

ただし、同一敷地内に永続的に設置する場合は、原則として建築物と取り扱う。 

 

関連告示  

参  考 

昭和６２年１２月１日建設省住指発第４１９号 

平成９年３月３１日建設省住指発第１７０号 
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公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 総則－３ 

法第２条第三号、法第２７条、法第５２条、令第１０９条の３第一号、

令第１１２条第１項から第５項、第１０項及び第１７項、令第１１６

条、令第１２６条の２第１項第四号 

 

ラック式倉庫の取扱い 

 

 

 ラック式倉庫については、以下に基づいて取り扱うものとする。なお、ラック式倉庫とは、物

品の出し入れを搬送施設によって自動的に行い、通常、人の出入りが少ないものをいう。 

 

第１ 階数の算定について 

   当該部分の階は１とする。 

第２ 床面積の合計の算定について 

  １ 法第３章（第５節を除く。）の規定を適用する場合の床面積の合計の算定については、当

該部分の高さ５メートルごとに床があるものとして算定する。 

  ２ 前項以外の場合の当該部分の床面積の合計の算定については、当該部分の階数を１とし

て算定する。 

第３ 形態による構造制限 

本建築物の構造は、当該部分の高さ及び床面積の合計（第２第２項の規定による。）に応

じて、次の表による。ただし、軒高が１０メートルをこえるもので、令第１０９条の３第

１号に掲げる技術的基準に適合する準耐火建築物とするものにあっては、当該部分の外周

に配置される主要構造部である柱は、耐火構造としなければならない。 

 

当該部分の床面積の合計 （単位 平方メートル）  

1,500 以上 1,000 以 上

1,500 未満 

500 以 上

1,000 未満 

500 未満 

   ――― 10 未満 当該部分の

高さ 

(単位 ﾒｰﾄﾙ) 

耐火建築物又は令第 109 条

の3第1号に掲げる技術的基

準に適合する準耐火建築物 

耐火建築物又は準耐火建築

物 

10 以上 

15 未満 

   15 以上 

 

第４ 危険物を収納する場合の構造制限 

令第１１６条の表に指定する数量以上の危険物を収納するものは、耐火建築物又は準耐火 

建築物としなければならない。 

第５ 防火区画について 

１ 令第１１２条の第１項から第５項までの適用にあっては同条第１項第一号に掲げる建築 

物の部分とする。 

 ２ 当該部分の高さ１５メートルをこえるものにあっては、令第１１２条第１０項の例によ 

  り防火区画（たて穴区画）する。 

  ３ 当該用途部分の他の用途部分は、令第１１２条第１７項の例により防火区画（異種用途 

区画）する。 

第６ 開口部の防火措置について 

   外壁に設ける開口部については、法第２条第九号の２ロに規定する防火設備を設ける。 
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第７ 避難施設等について 

  １ 当該部分には、原則として直通階段、避難階段、特別避難階段、非常用の照明装置、非 

常用の進入口及び非常用のエレベーターの設置は要しない。 

  ２ 排煙設備については、当該部分が令第１２６条の２第１項第四号又は平１２建告第１４ 

３６号第四号の規定に適合する場合は設置を要しない。 

第８ 構造計算のうち積載荷重について 

  １ 当該部分の積載荷重は、積載物の種類及び各棚の充実率の実況に応じて計算する。 

  ２ 各棚の充実率は、応力及び外力の種類に応じて、次の表によることができる。 

 

応力の種類 荷重及び外力について想

定する状態 

ラックの充実率 

（単位 ﾊﾟｰｾﾝﾄ） 

備考 

長期の応力 常時 100  

短期の応力 積雪時 100  

暴風時 80                                               建築物の転倒、柱の

引抜等を検討する

場合は 50 としなけ

ればならない。 

地震時 80  

 

第９ 荷役運搬機械について 

専ら荷役運搬の用に供する特殊な搬送施設は、法第２条第３号に該当する昇降機とは 

みなさない。 

 

（注） 

(1) 令第１０９条の３第一号でいう外壁は、自立するのが原則であるから、鉄骨に耐火パネル

を取り付ける場合は、外壁を支持する構造耐力上主要な柱には耐火被覆を行わなければな

らない。 

(2) 第２（床面積の合計の算定）の当該部分の床面積とは、ラック部分全体の床面積をさし、

スタッカークレーンの移動部分も含む。 

(3) 第５第３項の「当該部分」には、原則として作業床部分を含まない。すなわち、物品保管

スペースと作業スペースがある場合には、原則として防火区画をしなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連告示  

参  考  
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公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 総則－４ 法第６条第１項 

 

法第６条第１項各号の取扱い 

 

 

① 第一号の判別 

イ．法別表第１(い)欄に掲げる用途に供する特殊建築物で、その用途に供する部分の床面積 

の合計」の算定は棟単位とする。 

ロ．複合用途の建築物の場合は法別表第１(い)欄に掲げる各々の用途に供する部分の床面積 

の合計でイにより判別する。 

ハ．増築の場合は、増築後のその棟（既設を含む。）について、イにより判別する。 

 

  例―１ (い)欄のその用途に供する部分の床面積の合計が 200 ㎡を超えるので、第一号に該

当する。 

 

 

 

 

 

 

  例―２ 申請時に増築予定があっても(い)欄のその用途に供する部分の床面積の合計が 200

㎡を超えないので、第一号に該当しない。 

 

 

 

 

 

 

  例―３ (い)欄のその用途に供する部分の各々の床面積の合計がそれぞれ 200 ㎡を超えない

ので、第一号に該当しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

                飲食店の店舗 

 

160 ㎡ 

飲食店の事

務室 60 ㎡ 

 

（新築） 

   

     

     

                 飲食店 

 

180 ㎡ 

飲食店 

増築予定 

 

（新築） 

   

     

     

       

共同住宅 

190 ㎡ 

飲食店 

60 ㎡ 

 

（新築） 
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  例―４ 飲食店の増築の申請によって(い)欄のその用途に供する部分の床面積の合計が 200

㎡を超えるので、第一号に該当する。 

 

 

 

 

 

 

例―５ 既設第一号建築物への増築は、増築部分の用途にかかわらず、第一号に該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

② 第二号、第三号の判別 

イ．判別 

・第二号建築物は棟単位の構造、階数、延べ面積、建築物の高さ、及び軒の高さにより判

別する。 

・第三号建築物は棟単位の構造、階数、及び延べ面積により判別する 

ロ．増築の場合は、増築後のその棟（既設を含む。）について、イにより判別する。 

ハ．部分により構造を異にする１棟の建築物は木造以外の建築物とする。 

 

  例―６ 一棟の建築物で木造と木造以外の構造の部分がある場合には、木造以外の建築物と

なり、イにより判別する。この場合は延べ面積が 200 ㎡を超えるので第三号に該当

する。 

 Ｓ－１ 150 ㎡ Ｗ－１ 100 ㎡ （新築） 

 

  例―７ 増築予定がある建物の申請については、申請部分について判別し、２以上の階数を

有さず、かつ、延べ面積が 200 ㎡を超えないので、第三号に該当しない。 

 

増築予定  

 

 

ＲＣ－１ 100 ㎡ （新築） 

 

例―８ 木造以外の建築物で、増築により２以上の階数を有することになるので、第三号に

該当する。 

 

増  築 

 

 

既設 ＲＣ－１ 100 ㎡ （増築） 

 

 

 

     

                 既設飲食店 

 

180 ㎡ 

飲食店増築

60 ㎡ 

 

（増築） 

   

     

     

                 既  設 

 

第一号 

増築 

 

 

（増築） 

   

     



  １０

 

例―９ 既設第三号建築物への増築は、増築部分の構造、階数、及び面積にかかわらず、第三

号に該当する。 

 

既  設  

 

 

ＲＣ－２ 100 ㎡ 増  築 （増築） 

 

 

③ 第四号の判別 

   第四号は第一号、第二号又は第三号のいずれにも該当しない建築物で、都市計画区域内の 

建築物（知事が都市計画地方審議会の意見を聞いて指定する区域を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連告示  

参  考 昭和２８年４月７日建設省住指発第４２３号 
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公開年度 番 号 関係法令 

令元 総則－５ 法第８７条 

 

確認申請が必要な用途変更 

 

 

例―１）用途変更後において、法別表第１(い)欄のその用途に供する部分の各々の床面積の合計がそれぞれ２０

０㎡を超えないため、確認申請は不要である。 

 

 

 

 

 

例―２）用途変更後において、法別表第１(い)欄に供する部分(物販店舗)の床面積の合計が２００㎡を超えるた

め、確認申請が必要である。 

 

 

 

 

 

例―３）用途変更後において、法別表第１(い)欄に供する部分(飲食店)の床面積の合計が２００㎡を超えるため、

確認申請が必要である。 

 

 

 

 

 

例―４）用途変更する建築物の部分が法別表第１(い)欄に供する部分(物販店舗)であり、かつ、その部分の床面

積の合計が２００㎡を超えるため、確認申請が必要である。 

 

 

 

 

※確認申請が不要な場合にあっても、法に適合させる必要はある。 

 

関連告示  

参  考 平成２８年３月３１日国住指第４７１８号「用途変更の円滑化について」 

 

 

事務所 

360 ㎡ 

物販店舗 

180 ㎡ 

飲食店 

180 ㎡ 

事務所 

360 ㎡ 

物販店舗 

220 ㎡ 

飲食店 

140 ㎡ 

物販店舗 

360 ㎡ 

飲食店 

220 ㎡ 

住宅 

140 ㎡ 

物販店舗 

300 ㎡ 

物販店舗 

300 ㎡ 

物販店舗 

300 ㎡ 

事務所 

300 ㎡ 



  １２

 

公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 総則－６ 法第８８条第１項、令第１３８条第１項 

 

工作物の確認件数の取扱い 

 

 

① 工作物については、構造上独立する各々をもつて、それぞれ１件とする。 

   ただし、基礎のみの一体化は、「構造上独立する」とみなしそれぞれ１件とする。 

 

例） 

工

作

物

 

 

工

作

物

 

  ２件として取り扱う 

  

 基 礎  

 

 

 ② 防球ネットの支柱等、単独で機能しないものについては、一群で１申請とする。 

 ③ 擁壁の取り扱いは、構造種別ごとに１申請とする。 

 

例） 

 

 

関連告示  

参  考 建築基準法質疑応答集Ｐ６６７「工作物の確認申請手数料」 

 



  １３

公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 総則－７ 令第２条第１項第二号 

 

建築面積の算定方法 

 

 



  １４

 

 

 

関連告示  

参 考 

 

 

 



  １５

 

公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 総則－８ 令第２条第１項第三号 

 

床面積の算定等 

 

 

床面積の算定等については、昭和６１年４月３０日建設省住指発第１１５号の「床面積の算定

方法について」のとおりとする。 

なお、倉庫・工場等のひさし等の下で、屋内的用途に供する部分を確定することが困難な場合

には、ひさし等の先端から水平距離１ｍ後退した線の内側の部分を当該部分とみなすことができ

る。 

 

 

関連告示  

参  考 昭和６１年４月３０日建設省住指発第１１５号の「床面積の算定方法について」 

 



  １６

 

  

公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 防避－１ 

法第２６条、法第２７条、旧法第６１条、旧法第６４条、令第１０９

条の３、令第１１２条第１項 

   

開放自動車車庫の取扱い 

 

以下の「独立した自走式自動車車庫の取扱いについて」により取り扱う。 

※１ 旧法第 61 条第二号は、R 元.6.26 施行の改正により、令第 136 条の 2 第一号ロ及び第二号ロの基準による R 元国交省

告示第 194 号第二第一項第二号イ及び第四第四号イに規定された。 

※１ 

 



  １７

 

※２ 旧法第 64 条は、R 元.6.25 施行の改正により削除され、令第 136 条の 2 第三号イ及び第四号イに規定された。 

 

 

 

 
 

 

※２ 

 



  １８

 

駐車場の転落防止対策については、以下の「設計指針」により取り扱う。 

 

 

駐車場における自動車転落事故を防止するための装置等に関する設計指針 

 

第 1 総則 

一 目的 

本指針は、建築物又は建築物の敷地に設ける多数の者の利用する駐車場（以下単に「駐車

場」という。）において、通常考え得る程度の誤操作により、自動車が駐車場の外壁等を突き破

り転落する事故を防止することを目的とする。 

二 適用範囲 

本指針は、直下の地面からの高さが 5．1ｍ（多数の者の利用する道路、広場等に転落するお

それがある場合は 2．1ｍ）以上である駐車場その他の自動車が転落することにより重大な事故

が生じるおそれのあるものに適用する。ただし、駐車場内で操車を行わない機械式の駐車場に

おいてはこの限りでない。 

第 2 装置等の設計方法 

一 装置等の設置 

自動車の衝突による衝撃力を処理することのできる装置等を駐車の用に供する部分の外壁

に面する側、車路に供する部分の屈曲部等誤操作による自動車の転落を有効に防止できる位

置に設置すること。 

二 装置等の構造の設計 

装置等の構造の設計をするに当たっては、次の（1）に掲げる衝撃力等を用いて（2）又は（3）に

定めるところにより安全を確かめること。ただし、実験により装置等が衝撃力を十分吸収できるこ

とが確かめられた場合においては、当該装置等を用いることができる。 

（1） 装置等に作用する衝撃力等は、次に掲げる数値によること。 

1） 衝撃力 …250 キロニュートン 

2） 衝突位置 …床面からの高さ 60ｃｍ 

3） 衝撃力の分布幅…自動車のバンパーの幅 160ｃｍ 

ただし、これらの数値は、車体重量（積載荷重を含む。）2 トンの自動車が装置等に時速 20ｋｍ

で直角に衝突することを想定して算出しており（下図参照）、駐車場の設計条件、利用状況等に

応じて、これらの数値以外の数値を用いて設計することが妥当な場合においては、これによるこ

ととする。 

      

   

       

 

 



  １９

 

 

また、「独立した自走式自動車車庫の取扱いについて」によることが出来ない多層式自動車車

庫の開口部については、以下により取り扱う。（多層式自動車車庫とは、２階以上に車庫がある

場合をいい、平屋建ての屋上を利用する場合を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 部材の塑性変形等を考慮し、衝撃力を十分吸収できるようにすること。 

（3） 装置等を次に掲げる材料を用いて設計する場合にあっては、当該材料の許容応力度を通常

の短期許容応力度の 1．5 倍まで割り増して許容応力度設計を行うこと。 

1） 日本工業規格（以下「ＪＩＳ］という。）Ｇ3101 に定めるＳＳ400 及びＳＳ490 又はこれらと同等

以上の品質を有する鋼材 

2） ＪＩＳ Ｇ 3112 に定めるＳＤ295 及びＳＤ345 又はこれらと同等以上の品質を有する棒鋼 

3） 設計基準強度が 1 ㎜
２

につき 24 キロニュートン以下の普通コンクリート 

三 二次災害の防止 

装置等の設計に当たっては、外壁仕上材との間隔を適切に確保する等の措置を行い、仕上

材の落下等による二次災害の防止に配慮すること。 

法第27条又は第61条の規定に基づき、耐火建築物、又は準耐火建築物としなければならない開 

放自動車車庫（外壁を有しない自動車車庫をいう。）の、延焼のおそれのある開放部は、「外壁の開

口部」に相当するので、法第 2 条第 9 号の 2 ロに規定する防火設備を設けなければならない。 

ただし、誘導車路その他専ら通行の用に供し通常車を駐留させない部分にあっては、この限りで

ない。 

 

関連告示  

参 考 

昭和４８年２月２８日住指発第１１０号、昭和６１年９月１日住指発第１８５号、 

平成１５年２月２５日国住指発第８２９０号 
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公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 防避－２ 法第２７条、法第３５条 

 

集会場の取扱い 

 

 

 集会場として取り扱うかどうかの判断が難しい場合は、以下のとおり取り扱う。 

 

① 不特定多数が利用する建築物で、以下のものは集会場として取り扱う。 

イ．舞台があるもの 

ロ．舞台のない場合は、集会等の用に供する部分（倉庫、湯沸室等の附属室は含まない。）の

床面積が２００㎡以上であるもの 

 

② 以下のものは、集会場として取り扱わない。 

イ．神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

ロ．体育館（観覧席がなく、専らスポーツ施設の用に供するもの） 

 

 

関連告示  

参  考  
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公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 防避－３ 法第３６条、令第１１２条 

 

防火区画の取扱い 

 

 

準耐火等の壁の防火区画（令第１１２条第１項、第４項、第１７項関係）は原則として自立さ

せること。 

 

 平 面  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 断 面  

 

 

関連告示  

参  考  

外壁：耐火構造 

壁：耐火構造 

柱：壁の一部と見なし

耐火被覆必要 

外壁：耐火構造 

柱：壁が自立している場合は耐火被覆不要 

壁：耐火構造 

不燃材料で充填 

鉄骨胴縁（耐火被覆不要） 

床：耐火構造 

壁：耐火構造 

梁：壁の一部と見な

し耐火被覆必要 

床：耐火構造 

梁：壁が梁により支持

されている場合 

耐火被覆必要 

壁：耐火構造 

床：耐火構造 

梁：壁が自立して

いる場合は耐

火被覆不要 

壁：耐火構造 
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公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 防避－４ 法第４３条第３項、県条例第２０条 

 

長屋の各戸等の出入口と道路との関係の取扱い 

 

 

県条例第２０条ただし書に規定する主要な出入口は、玄関又は容易に出入りのできる掃き出し

窓のいずれか１ヶ所として支障ない。 

 

 

 

関連告示  

参  考  
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公開年度 番 号 関係法令 

平１７ 設備－１ 法第３１条、令第３２条、令第３５条 

 

合併処理浄化槽の取扱い 

 

 

原則として、「浄化槽の設計・施工上の運用指針※（編集：国土交通省住宅局建築指導課・日本

建築行政会議）」を適用する。 

 

※最新版を適用とする 

 

 

関連告示 昭和５５年７月１４日建告第１２９２号 

参  考 平成２９年１０月６日更新 

 


